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損益の状況（連結）損 状況（連結）
売上⾼はＬＰガス輸⼊価格（CP）の低下で売上原価も下がったことが販売価格に影響し減収となる。
営業利益はＬＰガス事業のガス販売価格の調整とウォーター事業での営業利益改善により増益となる。
経常利益は海外投資での為替差益により当第2四半期の営業利益及び前年同期の経常利益を上回る

（単位：百万円）

2016/4⽉期 2017/4⽉期
2Q（実績） 2Ｑ（実績）

前年同四半期⽐

経常利益は海外投資での為替差益により当第2四半期の営業利益及び前年同期の経常利益を上回る。

2Q（実績） 2Ｑ（実績） 増減額 増減率

売上⾼ 10,432 9,507 △925 △8.9%

売上原価 6,016 4,828 △1,188 △19.7%

売上総利益 4,415 4,678 +263 +6.0%

売上総利益率（％） 42.3 49.2

販売管理費 3,970 4,157 +187 +4.7%

+6.9pt

販売管理費 3,970 4,157 +187 +4.7%

営業利益 445 520 +75 +16.9%

営業利益率（％） 4.3 5.5 +1.2pt

経常利益 509 565 +56 +10.9%
親会社株主に帰属する
四半期純利益 259 305 +46 +17.8%

1株当たり四半期純利（円） 12 76 15 04 +2 3 +17 9%1株当たり四半期純利（円） 12.76 15.04 +2.3 +17.9%
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売上⾼と営業利益の推移売 ⾼ 営業利 推移

売上⾼はＬＰガスの売上原価の低下による販売価格改定の実施が影響し上期は２期連続減収となるも

営業利益率の改善により、当第２四半期の営業利益は前年同四半期⽐116.9％となった。

11,539 11,831

売上⾼ 営業利益
（百万円） （百万円）

営業利益率の改善により、当第２四半期の営業利益は前年同四半期⽐116.9％となった。
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売上⾼と営業利益 セグメント別構成⽐売 ⾼ 営業利 別構成
ＬＰガス事業で安定した収益を確保し、ウォーター事業で企業の成⻑を図る戦略を基本としているが

需要構造はＬＰガス事業が冬季、ウォーター事業が夏季のため、両事業のバランスを整えることが全社
業績のバランスを整えることになる業績のバランスを整えることになる。

ＬＰガス事業の業績は輸⼊価格と為替に⼤きく影響を受けるが、ウォーター事業は安定した収益構造であり
両事業のバランスが整うことで業績も安定する

売上⾼ 2017/4⽉期 2Q 営業利益 2017/4⽉期 2Q （全社費⽤等調整前）

ウォーター
ウォーター

32 2%
36.3%

ＬＰガス

63.7%

32.2%

ＬＰガス

67.8%
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売上⾼と営業利益率の推移売 ⾼ 営業利 率 推移
ＬＰガス事業は近年の世界的な原油安によるＬＰガス輸⼊価格の下落が影響し減収となった。

ウォーター事業は東⽇本⼤震災時の特需の反動によりボトル販売本数は伸びなかったものの
ハワイ州モアナルア⼯場の操業度が上がったことが貢献し増収増益となった。

（営業利益率/％）

ハワイ州モアナルア⼯場の操業度が上がったことが貢献し増収増益となった。

ＬＰガスの減収が影響し全体では２期連続減収となるも、ウォーター事業の震災特需の反動が
⼀段落したことで営業利益率は改善している。
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貸借対照表（連結）

2016/4⽉ 2016/10⽉ 増 減 内 容

貸借対照表（連結）

（単位：百万円）

9,349 7,282 △2,067 現⾦及び預⾦ △ 1,117
売掛⾦等 △ 767

 固定資産合計 14,517 15,053 +536
 有形固定資産 11,783 12,290 +507 リース資産 +553

 流動資産合計

有形 定資 , , リ ス資産
  無形固定資産 971 977 +6
  投資その他の資産 1,762 1,785 +23
資産合計 23,866 22,335 △1,531

流動負債合計 6,664 4,882 △1,782 買掛⾦等 △155
借⼊⾦ △1,219
未払法⼈税等 △186

 固定負債合計 3,808 4,060 +252 借⼊⾦ △334
リース債務 +438
⻑期未払⾦ +36

負債合計 10,473 8,942 △1,531
 株主資本合計 13,041 13,042 +1
 その他の包括利益累計額合計 350 350 +0
純資産合計 13,392 13,392 +0
負債純資産合計 23,866 22,335 △1,531
流動⽐率（％） +140.3 +149.2 +8.9pt
⾃⼰資本⽐率（％） 56.1 60.0 +3.9pt
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キャッシュ・フロー計算書（連結）
（単位：百万円）

2015/10⽉ 2016/10⽉

     営業活動によるキャッシュ・フロー +1,084 +1,490
     投資活動によるキャッシュ・フロー △332 △464

財務活動によるキャッシュ・フロー △820 △2 158     財務活動によるキャッシュ フロ △820 △2,158
   四半期末残⾼（現⾦および現⾦同等物） +2,941 +3,602

現⾦及び現⾦同等物（「資⾦」） ： 3,602百万円（前連結会計年度⽐+22.5％ 661百万円増）

＜主な要因＞
● 税⾦等調整前当期純利益 ： ＋566百万円
● 減価償却費 ： ＋620百万円
● 営業権償却 ： ＋190百万円
● 売上債権の減少 ： +763百万円
● 仕⼊債務の減少 ： △159百万円
● 法⼈税等の⽀払 ： △442百万円● 法⼈税等の⽀払 ： △442百万円
● 固定資産の取得 ： △488百万円（有形固定資産・営業権等の取得）
● ⻑期借⼊の返済 ： △414百万円

6



セグメント別業績セグメント別業績



ＬＰガス事業 売上⾼及び営業利益（連結）

売上⾼： ＬＰガス顧客数は増加したものの、省エネ燃焼機器の普及、外⾷や中⾷により家庭⽤単位

ＬＰガス事業 売上⾼及び営業利益（連結）

消費量の減少が販売数量の伸びに影響したこと、売上原価の低下に伴い販売価格を値下げ
したことにより前年同四半期⽐87.2％となった。

営業利益：ガス販売価格の調整等により前年同四半期⽐115.2％の増益となった。

（単位：百万円）

2016年4⽉期

2Ｑ（実績） 2Ｑ（期初計画） 2Ｑ（実績）

 売上⾼ 7,386 6,800 6,440 △5.3% △12.8%

営業利益（全社費⽤等調整前）

連  結 期初計画⽐
2017年4⽉期

前年同四半期⽐

営業利益（全社費⽤等調整前） 785 731 905 +23.8% +15.2%

 営業利益率（％） 10.6 10.8 14.1 +3.3pt +3.5pt
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ＬＰガス事業 売上⾼及び営業利益推移事業 売 ⾼及 営業利 推移

売上⾼はＬＰガス輸⼊価格（CP）の安値推移により２期連続で減収となった。

営業利益はガス販売価格調整等の取り組みにより当第2四半期は増益となった

売上⾼ 営業利益（売上⾼/百万円） （営業利益/百万円）

営業利益はガス販売価格調整等の取り組みにより当第2四半期は増益となった。

（全社費⽤調整前）
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ＬＰガス事業 需要⾒通し（家庭業務⽤）

経済産業省資源エネルギー庁が発表している「⻑期エネルギー需給⾒通し」の中で
2030年のＬＰガスは国⺠の⽣活を⽀える基幹エネルギー、独⽴した⼀次エネルギーの
供給の3％を担うと位置付けされている。
しかしながら少⼦⾼齢化や省エネ機器の普及により需要の伸び率は減少傾向にある。

8,000

需要⾒通し（家庭業務⽤）
（千トン）

6 000

7,000

5,000

6,000

2002年 2004年 2006年 2008年 2010年 2012年 2014年 2016年 2018年

2015年以降は⾒通し

出所：2016年版 ＬＰガス資料年報
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ＬＰガス事業 販売数量

業界全体の需要の伸び率は減少傾向にあるが、当社はここ数年、業務⽤顧客の開拓に注⼒し
販売数量は確保している。

前期⽐前期⽐ 前期⽐
120,000

販売数量（上期） 販売数量（下期）
（トン）

前期⽐

△1.3%前期⽐
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前期⽐

+5.9% +1.2%
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輸⼊ＣＰ価格・TTS・ＣＩＦ価格推移
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ウォーター事業 売上⾼及び営業利益（連結）

売上⾼： 東⽇本⼤震災の特需の反動を受け、顧客数及びボトル販売本数の減少が続いていたが、
⾼濃度⽔素⽔サーバーの⽣産体制が整い、既存顧客、新規顧客への設置が進んだことで

事業 売 ⾼及 営業利 （連結）

⾼濃度⽔素⽔サ バ の⽣産体制が整い、既存顧客、新規顧客への設置が進んだことで
ボトル販売本数が伸び、売上⾼は前年同四半期⽐プラスとなった。

営業利益：ハワイ州モアナルア⼯場で⽣産している「Pure Hawaiian Water」の出荷本数の増加、
⾼濃度⽔素⽔サ バ の卸販売開始が貢献し 営業利益も前年同四半期⽐プラスとなり⾼濃度⽔素⽔サーバーの卸販売開始が貢献し、営業利益も前年同四半期⽐プラスとなり
増収増益となった。

2016年4⽉期

2Ｑ（実績） 2Ｑ（期初計画） 2Ｑ（実績）
連  結 期初計画⽐ 前年同四半期⽐

2017年4⽉期

（単位：百万円）

2Ｑ（実績） 2Ｑ（期初計画） 2Ｑ（実績）

 売上⾼ 3,045 3,200 3,066 △4.2% +0.7%

 営業利益（全社費⽤等調整前） 491 610 515 △15.5% +5.0%

営業利益率（％） 16 1 19 1 16 8 △2 3pt +0 7pt営業利益率（％） 16.1 19.1 16.8 △2.3pt +0.7pt
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ウォーター事業 売上⾼及び営業利益推移事業 売 ⾼及 営業利 推移
売上⾼は東⽇本⼤震災特需の反動による減収が続いたが2016年4⽉期2Qより徐々に回復してきた。

営業利益は「Pure Hawaiian Water」販売の初期投資による販管費増加が影響し、2016年4⽉期2Qは

売上⾼ 営業利益（売上⾼/百万円） （営業利益/百万円）

前年同期⽐82.2％となったが、当第2四半期は当該商品が主⼒商品として販売本数増加に貢献したこと、
⾼濃度⽔素⽔サーバーの⽣産体制が整いサーバーの設置が⼀段と進んだことから増益となった。

（全社費⽤調整前）
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ウォーター事業 宅配⽔業界の顧客数推移
宅配⽔業界は、東⽇本⼤震災による特需の影響等もあり⾼い成⻑を続けてきたが、2013年以降は安定した

成⻑軌道に乗っている。

3,000 

OW（ワンウェイ）・BIB（バッグインボックス）

リターナブル

（千台）
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0 
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出所 ⽇本宅配⽔＆サ バ 協会 統計数字より
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ウォーター事業 ボトル販売本数
当社のボトル販売本数は2014年以降減少傾向にあったが「Pure Hawaiian Water」

「⾼濃度⽔素⽔サーバー」が好調なことから販売本数の改善に貢献している。

前期⽐
前期⽐ 前期⽐ 前期⽐6 000

販売本数（上期） 販売本数（下期）（千本）

前期⽐

△1.7%
+3.0% △1.0%

前期⽐

△2.9%

4 000

6,000

前2Q⽐+7.0％ 前2Q⽐△1.4％ 前2Q⽐△3.4％ 前2Q⽐△3.3％ 前2Q⽐△0.7%
2 000

4,000

0

2,000

0
2013年 2014年 2015年 2016年 2017年
4⽉期 4⽉期 4⽉期 4⽉期 4⽉期（上期）

※ボトル販売本数は１２リットルボトル換算
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２０１7年４⽉期２０１7年４⽉期
下期および通期⾒通し



2017年4⽉期 連結業績予想（6/13公表）

2016/4⽉期 2017/4⽉期

（単位：百万円）

2017年4⽉期 連結業績予想（6/13公表）

2016/4⽉期 2017/4⽉期
（実績） （計画）

 売上⾼ 22,706 23,100 +1.7%
売上総利益 9 826 10 055 2 3%

前期⽐

売上総利益 9,826 10,055 +2.3%
 売上総利益率(%) 43.3 43.5 +0.2pt
 営業利益 1,874 2,000 +6.7%

営業利益率 8.3 8.7 +0.4pt
 経常利益 1,938 1,980 +2.2%
 親会社株主に帰属する当期純利益 786 1,200 +52.7%
 １株当たり当期純利益（円） 38.71 59.12 +52.7%
 ＲＯＥ（％） 6.0 8.7 +2.7pt

前提：ＬＰガス輸⼊ＣＰ価格 390ドル/トン 為替レート 110円/ドル/ /
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セグメント別 下期および通期⾒通し
通期⾒通しについて

上期実績を踏まえ、通期⾒通しは期初の通期計画（6/13公表）を当第2四半期の時点では下回っているが
下記4点を考慮し期初の業績予想から修正はない予定

期初計画の前提としたＬＰガス輸⼊ＣＰ価格390ﾄﾞﾙ/ﾄﾝと為替レート110円/ﾄﾞﾙが想定内で推移

ハワイ州モアナルア⼯場の稼働率改善による償却負担の軽減

新型4 1ppm⾼濃度⽔素⽔サ バ 投⼊による拡販強化

下記4点を考慮し期初の業績予想から修正はない予定

2016年4⽉期 2017年4⽉期

（単位：百万円）

新型4.1ppm⾼濃度⽔素⽔サーバー投⼊による拡販強化

Pure Hawaiian Waterの全国展開による販売本数増加

前期⽐

売上⾼ 12 274 22 706 9 507 13 100 22 607 23 100 △493 △2 1% △0 4%

通期計画⽐

増減額 増減率 増減率

連  結

2016年4⽉期

下期実績

2017年4⽉期

通期実績 上期実績 下期計画
通期計画

(6/13公表)
通期⾒通し

  売上⾼ 12,274 22,706 9,507 13,100 22,607 23,100 △493 △2.1% △0.4%
 ＬＰガス事業 9,306 16,692 6,440 9,830 16,270 16,630 △360 △2.2% △2.5%
 ウォーター事業 2,969 6,014 3,066 3,270 6,336 6,470 △134 △2.1% +5.4%

  営業利益 1,429 1,874 520 1,450 1,970 2,000 △30 △1.5% +5.1%
 ＬＰガス事業 1,788 2,573 905 1,592 2,497 2,324 +173 +7.4% △3.0%
 ウォーター事業 477 968 515 666 1,181 1,276 △95 △7.4% +22.0%
 調整額 △836 △1,667 △900 △808 △1,708 △1,600 △108 △6.8% △2.5%

前提：ＬＰガス輸⼊ＣＰ価格 390ドル/トン 為替レート 110円/ドル
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下期重点取組み下期重点取組み

ＬＰガスＬＰガス

ＬＰガス、ウォーターのライフラインに電気、通信サービスを加えた
トーエルライフラインパッケージでのセット販売強化

お得なセットで既存顧客の囲い込みと新たな顧客獲得

最需要期における適正な価格対応

お得なセットで既存顧客の囲い込みと新たな顧客獲得

ウォーター

新型4.1ppm⾼濃度⽔素⽔サーバーの投⼊

Pure Hawaiian Water 12ℓ販売強化

バージョンアップした⽔素濃度を強みに健康・美容市場で更なる顧客開拓
積極的な広告宣伝・イベント、新規代理店の開拓を推進

販売強化
雑誌の広告掲載、イベント等により積極的な広告宣伝を実施
全国への認知度を図り販売促進
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配当について
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２０１7年４⽉期 第２四半期２０１7年４⽉期 第２四半期
トピックス



トーエルライフラインパッケージ
エネルギー⾃由化競争に向けてＬＰガス・⽔・電気・通信をパッケージにしたご提案

ッ

2016年4⽉の電⼒⼩売⾃由化開始、2017年4⽉の都市ガス⼩売⾃由化を控え
お得なパッケージのご提案で既存顧客の囲い込みと新規顧客の獲得を図る
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Pure Hawaiian Water 12ℓ販売開始Pure Hawaiian Water 12ℓ販売開始

2016年1⽉より新サイズの12ℓワンウェイボトルの輸⼊販売を開始
軽量かつワンウェイの利便性の⾼さを評価され主⼒商品に成⻑軽量かつワンウェイの利便性の⾼さを評価され主⼒商品に成⻑

ワンウェイボトルで全国にお届け
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⾼濃度⽔素⽔サーバーの販売
ウォーターサーバーを利⽤した⽔素⽔は業界初

⽔素濃度3.4ppmを強みにボトルウォーターの差別化戦略商品として展開するとともに
健康・美容市場の顧客開拓にも注⼒健康 美容市場の顧客開拓にも注⼒

⽔素⽔サーバーの量産体制も整い当期よりウォーター事業の業績にも⼤きく貢献

2016年11⽉より
更に⾼濃度となった
4.1ppmバージョン

⽔素⽔サ バ の販売開始⽔素⽔サーバーの販売開始
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ウォーター事業 海外展開
海外⽤ブランド「信濃湧⽔」は2016年8⽉より⾹港に出荷開始、シンガポールに続き2カ国⽬
タイ、ベトナムに向けた輸出も準備中、海外販路の拡⼤を図る
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連結損益計算書推移連結損 計算書推移

（単位：百万円）

2013年4⽉期
2Q

2014年4⽉期
2Q

2015年4⽉期
2Q

2016年4⽉期
2Q

2017年4⽉期
2Q

売上⾼ 10,623 11,539 11,831 10,432 9,507

売上原価 5,915 7,072 7,422 6,016 4,828

売上総利益 4,707 4,466 4,409 4,415 4,678

売上総利益率（％） 44.3 38.7 37.3 42.3 49.2

販売管理費 3,986 3,937 3,926 3,970 4,157

営業利益 720 529 482 445 520

営業利益率（％） 6 8 4 6 4 1 4 3 5 5営業利益率（％） 6.8 4.6 4.1 4.3 5.5

経常利益 668 515 543 509 565

親会社株主に帰属する四半期純利益 358 288 298 259 305

1株当たり四半期純利益（円） 18.46 14.13 14.66 12.76 15.04



連結貸借対照表推移

2012/4⽉ 2013/4⽉ 2014/4⽉ 2015/4⽉ 2016/4⽉

連結貸借対照表推移

（単位：百万円）

/ / / / /

 流動資産合計 7,101 7,681 8,140 7,943 9,349

 固定資産合計 14,005 14,567 14,567 14,889 14,517

  有形固定資産 11,158 11,565 11,308 11,549 11,783

  無形固定資産 1,184 1,298 1,291 1,274 971

  投資その他の資産 1,662 1,702 1,967 2,065 1,762

資産合計 21,121 22,254 22,709 22,832 23,866

 流動負債合計 6,895 6,055 6,589 5,909 6,664

 固定負債合計 4,246 4,889 4,078 3,961 3,808

負債合計 11,142 10,944 10,667 9,870 10,473

 株主資本合計 9,914 11,177 11,817 12,567 13,041

 その他の包括利益累計額合計 65 132 224 395 350

純資産合計 9,979 11,309 12,041 12,962 13,392

負債純資産合計 21 121 22 254 22 709 22 832 23 866負債純資産合計 21,121 22,254 22,709 22,832 23,866

流動⽐率（％） 103.0 126.9 123.5 134.4 140.3

⾃⼰資本⽐率（％） 47.2 50.8 53.0 56.8 56.1



株価チャート

⽇経平均 トーエル
（⽇経平均/円） （トーエル/円）
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当資料に記された当社の計画 ⾒通し 戦略等のうち 過去の事実でないものは現在⼊⼿可能な当資料に記された当社の計画・⾒通し・戦略等のうち、過去の事実でないものは現在⼊⼿可能な
情報から得られた当社の経営者の判断に基づいた将来の業績に対する⾒通しです。
実際の業績は様々な要因により、これら業績⾒通しとは⼤きく異なる結果となる可能性があるこ
とをご承知おき下さい。承知 下 。
実際の業績に影響を与え得るリスクや不確定要因には以下のものが含まれます。
①当社グループの事業環境を取り巻く世界情勢
②原油価格と連動性が強いLPガスの仕⼊価格動向②原油価格と連動性が強いLPガスの仕⼊価格動向
③⽶ドルを中⼼とした為替レートの変動
④偶発事象等
但し、業績に影響を与える要因はこれらに限定されるものではありません。また、リスクや不確
定要素には、将来の出来事から発⽣する重要かつ予測不可能な影響も含まれます。
当資料はあくまで株式会社トーエルをより深く理解していただくためのものであり、投資勧誘を
⽬的としたものではありません⽬的としたものではありません。

本資料に関する問い合わせ先
執⾏役員 経理財務本部⻑ 笹⼭和則
〒223-8510 横浜市港北区⾼⽥⻄⼀丁⽬５番２１号
ＴＥＬ（045）592-7777 FAX（045）593-3259
http://www.toell.co.jp


